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#13-03 

【１月１２日～１月１８日】 

〔ウクライナの報道をもとに作成〕 

平成２５年１月２２日 

在ウクライナ大使館 

 

Ａ．主な動き 

 

１．内政 

▼ティモシェンコ前首相等に関する動き 

・１６日、「バチキフシチナ」党は、同党会派所属の女性最高

会議議員３名が８日に同前首相が開始した現政権への抗議

運動に加わり、同前首相の要求が認められるまでハルキフ

の病院を離れない意向である旨発表。１８日、内務省職員等

によって同３名は同病院害に退去。 

・１８日、ハルキフ市キエフ地区裁判所は、同日予定してい

た「ウクライナ統一エネルギー・システム」社に関するティモ

シェンコ前首相の刑事事件の審理を２月１２日に延期。 

・１８日、プションカ検事総長は、ティモシェンコ前首相をシ

チェルバニ元最高会議議員暗殺事件への関与の疑いによ

り追起訴する準備が整った旨を同前首相に通告したとし、同

根拠となる刑法規定に基づけば同前首相は終身刑に処さ

れる可能性もある旨発言。同前首相及び弁護人に証拠書類

等が開示された後に起訴状が提示され裁判過程が開始さ

れる見込み。 

▼野党の動き 

・１３日、スヴォボーダ党等の活動家がウクライナ・露外相会

談等が行われたチェルニフツィ市内で抗議活動を実施、機

動隊との間で衝突が発生。 

・１４日、トメンコ「バチキフシチナ」会派議員（前最高会議副

議長）は、１１日に行われた国銀総裁任命に関する議決過程

の違反に関し、欧州人権裁判所に提訴する意向である旨発

表。同日、クリチコ「ウダール」党党首（同会派代表）は、個人

投票システムが早期に導入されない場合、ルィバク最高会

議議長の不信任決議案を提出する旨発言。 

・１４日、野党３会派代表は、他の議員の身分証を用いて議

決に参加した議員に対する懲役８年等の刑事罰を規定する

法案を登録。一方、地域党及び共産党は、同法案は野党の

ＰＲに過ぎない旨非難。 

▼大統領の動き 

・１６日、ヤヌコーヴィチ大統領は、大統領府機構改変に関

する大統領令を発出、大統領府の職員を２５名増員し、５４９

名とする旨承認。リョーヴォチキン大統領府長官は、同改変

の目的は社会政策プログラムの実現、国民との対話、人文・

社会分野の機能強化の３点である旨発言。 

・ヤヌコーヴィチ大統領は、１７日、経済改革委員会の会合

に、１８日、地方行政府長候補との会合に出席、２０１２年の

経済改革の達成状況が不十分であったのは閣僚会議の怠

慢によるものである旨非難、アザーロフ首相に閣僚会議の

業務スタイルの見直しを行うよう指示（１７日）。 

２．経済 

▼マクロ経済 

・１４日、国家統計局は、２０１２年１－１１月期の貿易収支に

ついて、輸出額が６３０億８００万ドル（対前年同期比１．９％

増）、輸入額が７６８億６，０００万ドル（同２．９％増）、貿易収

支が１３８億ドルの赤字と発表。同期の対日貿易は、対日輸

出額が３億１，２３６万ドル（同１５５％増）、対日輸入額が１０

億９００万ドル（同１２．５％増）。 

・１６日、世界銀行は、ウクライナのＧＤＰ成長率見通しにつ

いて、２０１３年は以前予測の３．８％から２．２％、２０１４年は

４．０％から３．２％に下方修正した旨報告。また、同行国内

通貨フリヴニャの対米ドルレート（フリヴニャ／米ドル）見通し

について、２０１３年は８．７、２０１４年及び２０１５年はそれぞ

れ８．６／米ドル）、８．４（フリヴニャ／米ドル）と予測。 

▼財政・金融 

・１８日、アザーロフ首相は、通貨価値下落は我々にとって

は好ましくない状況であるが、本年この堅固な政策を断念し、

通常の経済発展から生じる緩やかなインフレーションを許容

する各種対策を講じるであろう旨発言。 

▼ＩＭＦ 

・１４日、アルブーゾフ第一副首相は、ウクライナはＩＭＦとの

協力プログラムを再開し、約１５０億米ドルに相当する融資を

受けることを期待している旨発言。 

・１８日、アリエールＩＭＦ駐ウクライナ事務所長は、ウクライ

ナ政府の要請を受け、ジャルビス氏をヘッドとするＩＭＦミッ

ションが新たなスタンドバイ合意の協議のため１月２９日から

２月１２日にかけてウクライナ関係者と交渉を行うであろう旨

発言。 

・１８日、アザーロフ首相は、ＩＭＦとの妥協点を見出すため、

高所得者の家庭用のガス価格を引き上げる用意がある、し

かし、ウクライナ国民の大半は低所得者であり、彼らは利用

サービスに対して満額払うことは出来ないだろう旨発言。 

▼農業 

・１５日、国家統計局は、２０１２年の穀物生産高が対前年比１

８．６％減の４，７１７万トンと発表。小麦が１，５７６万トン（対

前年比２９．４％減）、大麦が６９３万トン（同２３．８％減）、トウ

モロコシが２，０９０万トン（同８．４％減）。 

▼ガス問題 

・１６日、国家統計局は、２０１２年のウクライナにおける天然

ガス生産量は前年比１.１％減の１９３億立方メートルと公表。 

・１７日、露ガスプロムは、２０１２年のウクライナへの天然ガス

輸出量が対前年比２７％減の３３０億立方メートルであった
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旨発表。 

▼その他 

・１５日、欧州復興開発銀行（EBRD）は、投資対象の３５プロ

ジェクトの枠組みで、ウクライナ経済に１２億米ドルを投資し

た旨発表。これらの資金のうち、７１％が民間企業に対して

であり、残り２９％が国家プロジェクトに対しての投資。昨年、

ウクライナにおいて最も大きいプロジェクトは、ドニプロペト

ロフスク市への国家保証付の１億５，２００万ユーロの融資で

あり、中央暖房供給システム、水道供給システム及び下水道

処理システムの現代化に関する複合プロジェクトが開始。 

・１６日、アザーロフ首相は、中国国防相との会談において、

ウクライナと中国の貿易売上額が２０１３年においては１００

億米ドルに成長するとともに、二国間の軍事協力拡大の見

通しについても言及。 

・１７日、プロスクリャコフ環境・天然資源相は、チェルノブイリ

立入禁止区域内における使用済核燃料保管施設の建設が

本年内に完成する旨発言。 

３．外政 

▼ラヴロフ露外相の来訪 

・１３日、コジャーラ外相及びラヴロフ露外相は、チェルニフ

ツィにおいて開催されたウクライナ露国家間委員会の国際

協力に関する小委員会会合に出席し、両国関係発展のため

政治対話の緊密化、地域間関係の強化、両国間貿易、経済

及び投資協力の更なる進展が重要である旨強調。両外相は、

国際場裡における両国間の地域の安全保障協力関係を強

化することに関し協議し、会合後、２０１３年外交当局協力計

画に署名。 

▼コジャーラ外相のオーストリア訪問 

・１６日、オーストリアを訪問したコジャーラ外相は、フィッシ

ャー大統領と会談し、ウクライナの内政状況及び両国協力

関係等に関し協議し、貿易・経済及び文化・人文分野にお

ける協力拡大の必要性を指摘。フィッシャー大統領は、ウク

ライナの欧州統合路線支持を表明。 

・１６日、コジャーラ外相は、訪問中のウィーンにおいてザニ

エルＯＳＣＥ事務総長と会談。両者は、ウクライナのＯＳＣＥ

議長国としての任務を成功させるため緊密に協力すること

で合意。 

・１７日、コジャーラ外相は、ウィーンのＯＳＣＥ事務局で開催

されたＯＳＣＥ常設理事会に出席し、２０１３年の議長国とし

てのウクライナの最優先課題として、長期化した紛争の解決、

人身売買の撲滅及び報道の自由の確保を提示。同外相は、

特に沿ドニエストル紛争解決に積極的に関与する意向を表

明し、２１、２２日にＯＳＣＥ議長としてモルドバを訪問する予

定である旨発言し、その他の課題として信頼及び安全の強

化、テロ、組織犯罪、兵器及び麻薬の不法取引との闘い等

を列挙。また、同外相は、ウクライナはティモシェンコ前首相

の刑事訴追に関する欧州人権裁判所の判決を遵守する旨

発言。 

▼その他 

・１５日、ヤヌコーヴィチ大統領は、梁光烈・中国国防相と会談

し、中国との戦略的パートナーシップの発展はウクライナの

優先課題である旨発言。 

４．防衛 

・１４日、レベジェフ国防相は、来訪した梁光烈・中国国防相と

会談し、両国間協力の優先課題に関し協議。梁国防相は、軍

事技術及び教育分野におけるウクライナ軍との協力関係は順

調に発展している旨発言。 

 

（了） 


